
２．町内会活動の各種支援
について

A．地域コミュニティ
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１１．町内会の⼯夫した取り組み

■「広報くさつ」の配布合理化

  平成 29 年、志津南学区まちづくり協議会が「志津南まちづくりセンター」の指定管理者に指名

されたのを機に、コミュニティビジネスとして若草・岡本西地区協働活動委員会（旧自治連合会）

が当地区の高齢化が進むなか、役員の担い手不足や負担軽減を目的に、9 町内会が協働して「広報

くさつ」の一括処理を検討し、行政事務委託費の大半を占める「広報くさつ」の合理的に簡素化す

るシステムを 9 町内会に提案、全住民の合意のもと実現可能となった。

  従来（図１）では、配送業者は 9 町内会長宅に届けられ、会長は班長宅（8 班）に仕分けし班長

宅に届け、班長は 20 軒近い会員宅 に配布していたシステムを簡素化（図２）した。

〈新システムのメリット〉

1.配送業者は 9 町内会分を一括まちづくりセンターに納品することで配送時間の大幅な短縮が図

れる。

2.町内会長や班長は一切の全戸配布物に手を触れることがなくなった。

3.担当者は約 150軒から 400 軒の会員宅に配布することで空き家や留守宅を把握することで町内

会とのコミュニケーションを図り、防犯活動や独り住まいの高齢者の見守りにも効果を発揮し、

若干の報酬を得ている。

■ＬＩＮＥを活用した情報共有

  当町内会では、仕事をしながら役員をされている方が多く、役員間で時間の共有や事業の検討

をすることが困難であるため、数年前からＳＮＳを活用した取り組みを行っております。

  役員間の情報共有などを目的として、新役員が決まった際にＬＩＮＥを活用して３０名程度の

グループを作っております。市から届いた広報くさつ・回覧物を各班長宅に届けたことや、各種

事業の日程の連絡や情報共有を行っております。

〈メリット〉

  ＬＩＮＥを活用することで、電話や紙媒体などでの連絡が必要なくなり、時間帯を気にするこ

となく発信できるため、時間がない中でも情報共有が円滑に行えております。また、一斉に発信

ができることから役員の負担軽減に繋がっております。

～若草・岡本西地区協働活動委員会の取組事例～

若草１丁目～８丁目町内会、岡本町西町内会（志津南学区）

～山寺大空町内会の取組事例～ 山寺大空町内会（志津学区）

旧「広報くさつ」配布システム 図１ 図２
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■ くわしくは（お問い合わせ先）
まちづくり協働部 まちづくり協働課 地域協働係（２階）
TEL ０７７－５６１－２３２４まで

1.コミュニティ活動初期備品整備事業費補助        
■ 事業の趣旨

初期段階での地域コミュニティ活動を促進するため、新たに結成された町内会等が自主的に⾏うコミュニティ
活動に要する設備、備品等の整備に要する経費に対し補助するものです。

■ 事業主体
市に結成届を提出された年度から起算して３年以内の町内会です。
（例．令和３年４⽉１⽇に町内会が設⽴された場合は、令和６年度まで）

■ 注意事項
・補助⾦の交付は、１町内会につき１回限りです。
・事業を計画される町内会は、必ず事前にまちづくり協働課まで御相談ください。

■ 補助の対象となる事業、経費および設備等
対象となる事業 対象となる経費等

まちの美観、環境保全事業 フラワーポット、草刈機 等

広報誌等の発⾏事業 印刷機、複写機、ビデオ、パソコン、テレビ 等

健康増進、スポーツの振興事業 テント、収納庫、放送設備、スポーツ用設備 等

文化の振興事業 映写機、プロジェクター、楽器 等

その他
まちづくりの活性化を促す事業であると特に市⻑が認めた事業に要する
備品購入費

■ 補助⾦の額
補助率 １／３
算式 補助の対象となる備品等の経費（２７０，０００円限度）×１／３
補助額 ９０，０００円限度
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2.コミュニティハウスの整備補助                       
■ 事業の趣旨

良好な地域社会の形成と住⺠福祉の増進を図るために、町内会がコミュニティ活動の場として設置する集会
所の整備に要する経費に対して補助するものです。

■ 事業主体 町内会です。

■ コミュニティハウスの要件
地域の集会、研修および教養を高めるための機能を備えていることが必要です。

■ 注意事項

・事業を計画される町内会は、必ず事業実施の前年度８⽉までにまちづくり協働課まで御相談ください。
・補助⾦の交付は、事業完了後になるため、あらかじめ資⾦計画を⽴てていただく必要があります。

■ 補助⾦の額
① 建築等（新築・改築・購入）

対象となる経費 集会所の建築に要する経費
補助率 １／２

算式

補助対象となる経費（１６，９２０，０００円限度）×１／２
建築︓建物の延床面積×建築単価×１／２
購⼊︓建物の延床⾯積×建築単価×経年減点補正率×１／２

（建築単価は、実際取得平米単価が基準より下回る場合、実際取得平米単価とする。）
◆延床⾯積︓１２０㎡限度 ◆建築単価︓１４１，０００円限度

対象となる
集会所

１） 集会所がなく、新たに集会所を建築する場合
２） 過去に次の補助⾦の交付を受けている集会所は、事業終了後１０年を経過している

こと。（③改造、④改造・増築・修繕・耐震改修）
３） 建替の場合は、建築補助年度から次の年数を経過していること。
  （木造（プレハブ）２５年、⾦属（鉄⾻）３０年）

補助限度額 ８，４６０，０００円限度
対象と

ならない経費
・既存施設の増築または改修 ・外構工事費
・既存建物除去費 ・備品整備費 等
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② 用地取得 ※１町内会に対し１回限りの補助
対象となる経費 集会所の用地取得に要する経費

補助率 １／２

算式

補助対象となる経費（１２，０００，０００円限度）×１／２
補助対象面積（建築面積／建ぺい率）×⽤地単価×１／２
◆建築⾯積︓１２０㎡限度
◆⽤地単価︓草津市の評価調整単価と実取得単価のいずれか低い額

補助限度額 ６，０００，０００円限度
対象とならない経費 用地の交換や買い増し

③ 改造等 ※１町内会に対し１回限りの補助

対象となる経費
人にやさしい構造に関する以下の経費
①洋式便器への改修 ②手すりの取付け ③段差の解消
④その他高齢者、障害者等の利⽤に配慮した改修
※平成１２年度以前に建築された集会所であること

補助率 １／２
算式 補助対象となる経費（２，０００，０００円限度）×１／２

補助限度額 １，０００，０００円限度
対象とならない経費 備品整備費 等

④ 集会所の改造・増築・修繕・耐震改修
※直近の事業終了後１０年経過していれば、何度でも補助（令和４年度から改正）

対象となる経費

１）新築から１５年を経過し、事業費５００，０００円以上のもの。
※過去に次の補助を受けている集会所は、事業終了後１０年を経過していること。
（①建築・購入、③改造等）

補助率 １／３

算式
補助対象となる経費（４，５００，０００円限度）×１／３
◆延床⾯積︓３５㎡限度 ◆建築単価︓１４１，０００円限度

補助限度額 １，５００，０００円限度
対象とならない経費 備品整備費、耐震診断にかかる費用 等

■ くわしくは（お問い合わせ先）
まちづくり協働部 まちづくり協働課 地域協働係（２階）
TEL ０７７－５６１－２３２４まで
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2.コミュニティハウスの整備補助                       
■ 事業の趣旨

良好な地域社会の形成と住⺠福祉の増進を図るために、町内会がコミュニティ活動の場として設置する集会
所の整備に要する経費に対して補助するものです。

■ 事業主体 町内会です。

■ コミュニティハウスの要件
地域の集会、研修および教養を高めるための機能を備えていることが必要です。

■ 注意事項

・事業を計画される町内会は、必ず事業実施の前年度８⽉までにまちづくり協働課まで御相談ください。
・補助⾦の交付は、事業完了後になるため、あらかじめ資⾦計画を⽴てていただく必要があります。

■ 補助⾦の額
① 建築等（新築・改築・購入）

対象となる経費 集会所の建築に要する経費
補助率 １／２

算式

補助対象となる経費（１６，９２０，０００円限度）×１／２
建築︓建物の延床面積×建築単価×１／２
購⼊︓建物の延床⾯積×建築単価×経年減点補正率×１／２

（建築単価は、実際取得平米単価が基準より下回る場合、実際取得平米単価とする。）
◆延床⾯積︓１２０㎡限度 ◆建築単価︓１４１，０００円限度

対象となる
集会所

１） 集会所がなく、新たに集会所を建築する場合
２） 過去に次の補助⾦の交付を受けている集会所は、事業終了後１０年を経過している

こと。（③改造、④改造・増築・修繕・耐震改修）
３） 建替の場合は、建築補助年度から次の年数を経過していること。
  （木造（プレハブ）２５年、⾦属（鉄⾻）３０年）

補助限度額 ８，４６０，０００円限度
対象と

ならない経費
・既存施設の増築または改修 ・外構工事費
・既存建物除去費 ・備品整備費 等
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② 用地取得 ※１町内会に対し１回限りの補助
対象となる経費 集会所の用地取得に要する経費

補助率 １／２

算式

補助対象となる経費（１２，０００，０００円限度）×１／２
補助対象面積（建築面積／建ぺい率）×⽤地単価×１／２
◆建築⾯積︓１２０㎡限度
◆⽤地単価︓草津市の評価調整単価と実取得単価のいずれか低い額

補助限度額 ６，０００，０００円限度
対象とならない経費 用地の交換や買い増し

③ 改造等 ※１町内会に対し１回限りの補助

対象となる経費
人にやさしい構造に関する以下の経費
①洋式便器への改修 ②手すりの取付け ③段差の解消
④その他高齢者、障害者等の利⽤に配慮した改修
※平成１２年度以前に建築された集会所であること

補助率 １／２
算式 補助対象となる経費（２，０００，０００円限度）×１／２

補助限度額 １，０００，０００円限度
対象とならない経費 備品整備費 等

④ 集会所の改造・増築・修繕・耐震改修
※直近の事業終了後１０年経過していれば、何度でも補助（令和４年度から改正）

対象となる経費

１）新築から１５年を経過し、事業費５００，０００円以上のもの。
※過去に次の補助を受けている集会所は、事業終了後１０年を経過していること。
（①建築・購入、③改造等）

補助率 １／３

算式
補助対象となる経費（４，５００，０００円限度）×１／３
◆延床⾯積︓３５㎡限度 ◆建築単価︓１４１，０００円限度

補助限度額 １，５００，０００円限度
対象とならない経費 備品整備費、耐震診断にかかる費用 等

■ くわしくは（お問い合わせ先）
まちづくり協働部 まちづくり協働課 地域協働係（２階）
TEL ０７７－５６１－２３２４まで

１
．町
内
会
の
運
営
に
つ
い
て

２

－

Ａ
．地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

２

－

Ｃ
．環
境
・
美
化

２
－

Ｄ
．子
ど
も
・
高
齢
者

２

－

Ｅ
．
イ
ベ
ン
ト

２

－

Ｂ
．防
犯
・
防
災

－ 36 － － 37 －



- 38 -

3.自治会活動保険の加入補助                
■ 事業の趣旨

町内会が催す諸活動を促進し地域コミュニティの振興を図ることを目的とし、その活動を市⺠が安心して⾏え
るよう町内会等が実施するコミュニティ活動に伴う事故等の損害にかかる保険加入にかかる保険料の一部を補
助するものです。

■ 事業主体 町内会です。

■ 注意事項
・損害時における補償の交渉等については、町内会で対応してください。
・補助⾦は年１回の交付とし、変更契約等に伴う補助⾦の追加交付はされません。

■ 補助の対象となる保険および保険契約
町内会が加入する自治会活動保険で、次の２点を満たす契約内容のもの
① 保険契約の開始日が、申請される年度（４⽉〜翌年３⽉）内のもの
② 保険期間が⼀年のもの

■ 補助⾦の額
下記のどちらか低い額が補助の⾦額です。

１ （１６４円×世帯数＋８，６５０円）×１／２

２ 保険料×１／２

■ くわしくは（お問い合わせ先）
まちづくり協働部 まちづくり協働課 地域協働係（２階）
TEL ０７７－５６１－２３２４まで
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4.掲示板の設置・修繕補助                      
■ 事業の趣旨
   町内会がコミュニティ活動の推進を図ることを目的に町内に広報板や住宅案内板を設置および修繕する事

業に要する経費の一部を補助するものです。
■ 事業主体   町内会です。
■ 注意事項

・事業を計画される町内会は、工事より１ヵ月以上前に必ずまちづくり協働課まで御相談ください。
・設置予定場所の土地所有者等には、必ず事前に了解を得てください。

■ 補助⾦の額
① 設置補助

補助率 １／２ 補助額 ２０，０００円限度

算式 事業に要する経費（４０，０００円限度）× １／２

その他
①設置補助および②修繕補助を活用した掲示板に対して、再度補助⾦を
申請する場合は１０年を経過していること。

② 修繕補助

補助率 １／２ 補助額 １０，０００円限度

算式 事業に要する経費（２０，０００円限度）× １／２

その他
・掲示板の機能を回復する修繕に限る。
・①設置補助および②修繕補助を活用した掲示板に対して、再度補助⾦を
申請する場合は１０年を経過していること。

※既存掲示板の撤去にかかる経費は、補助対象となりません。
※設置・修繕とも、補助限度額を超える補助はできません。

■ 設置補助の対象となる掲示板の基準

大きさ おおむね縦９０ｃｍ 横１２０ｃｍ

材質 １０年以上の使用に耐えるもの

■ くわしくは（お問い合わせ先）
まちづくり協働部 まちづくり協働課 地域協働係（２階）
TEL ０７７－５６１－２３２４まで
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3.自治会活動保険の加入補助                
■ 事業の趣旨

町内会が催す諸活動を促進し地域コミュニティの振興を図ることを目的とし、その活動を市⺠が安心して⾏え
るよう町内会等が実施するコミュニティ活動に伴う事故等の損害にかかる保険加入にかかる保険料の一部を補
助するものです。

■ 事業主体 町内会です。

■ 注意事項
・損害時における補償の交渉等については、町内会で対応してください。
・補助⾦は年１回の交付とし、変更契約等に伴う補助⾦の追加交付はされません。

■ 補助の対象となる保険および保険契約
町内会が加入する自治会活動保険で、次の２点を満たす契約内容のもの
① 保険契約の開始日が、申請される年度（４⽉〜翌年３⽉）内のもの
② 保険期間が⼀年のもの

■ 補助⾦の額
下記のどちらか低い額が補助の⾦額です。

１ （１６４円×世帯数＋８，６５０円）×１／２

２ 保険料×１／２

■ くわしくは（お問い合わせ先）
まちづくり協働部 まちづくり協働課 地域協働係（２階）
TEL ０７７－５６１－２３２４まで
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4.掲示板の設置・修繕補助                      
■ 事業の趣旨
   町内会がコミュニティ活動の推進を図ることを目的に町内に広報板や住宅案内板を設置および修繕する事

業に要する経費の一部を補助するものです。
■ 事業主体   町内会です。
■ 注意事項

・事業を計画される町内会は、工事より１ヵ月以上前に必ずまちづくり協働課まで御相談ください。
・設置予定場所の土地所有者等には、必ず事前に了解を得てください。

■ 補助⾦の額
① 設置補助

補助率 １／２ 補助額 ２０，０００円限度

算式 事業に要する経費（４０，０００円限度）× １／２

その他
①設置補助および②修繕補助を活用した掲示板に対して、再度補助⾦を
申請する場合は１０年を経過していること。

② 修繕補助

補助率 １／２ 補助額 １０，０００円限度

算式 事業に要する経費（２０，０００円限度）× １／２

その他
・掲示板の機能を回復する修繕に限る。
・①設置補助および②修繕補助を活用した掲示板に対して、再度補助⾦を
申請する場合は１０年を経過していること。

※既存掲示板の撤去にかかる経費は、補助対象となりません。
※設置・修繕とも、補助限度額を超える補助はできません。

■ 設置補助の対象となる掲示板の基準

大きさ おおむね縦９０ｃｍ 横１２０ｃｍ

材質 １０年以上の使用に耐えるもの

■ くわしくは（お問い合わせ先）
まちづくり協働部 まちづくり協働課 地域協働係（２階）
TEL ０７７－５６１－２３２４まで

１
．町
内
会
の
運
営
に
つ
い
て

２

－

Ａ
．地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

２

－

Ｃ
．環
境
・
美
化

２
－

Ｄ
．子
ど
も
・
高
齢
者

２

－

Ｅ
．
イ
ベ
ン
ト

２

－

Ｂ
．防
犯
・
防
災

－ 38 － － 39 －



- 40 -

5.コミュニティ助成事業                      
■ 事業の趣旨
（一財）自治総合センターが宝くじ受託事業収入を財源として実施されるもので、住⺠が⾏うコミュニティ活動に

助成を⾏うことにより、コミュニティの健全な発展を図るとともに、宝くじの普及・広報活動を推進されるものです。
（事業の助成については、（一財）自治総合センターが決定されるもので、必ず採択されるものではありません。）

■ 事業主体
市が認める町内会等のコミュニティ組織
（自主防災組織育成事業については市が認める自主防災組織）

■ 助成の条件
助成の対象となった施設または設備およびイベント等ソフト事業のポスター等に宝くじの助成を受けた旨の表

示をするほか、コミュニティ誌・広報誌等を通じて宝くじの普及・広報に努めること。

■ 助成の対象となる事業
※助成額については、（一財）自治総合センターが申請内容（申請額を含む）を審査のうえ、決定されます。

（１）一般コミュニティ助成事業

（２）コミュニティセンター助成事業

      

助成対象
コミュニティ活動に直接必要な設備の整備に関する事業
※建築物や消耗品は補助対象となりません。

助成⾦額 １００万円〜２５０万円
申請窓口 まちづくり協働課  TEL ０７７－５６１－２３２４

助成対象

コミュニティ活動の推進のために住⺠の需用の実態に応じた機能を有する集会施設
（コミュニティセンター・自治会集会所等）の建設整備に関する事業。
事業主体が町内会の場合、地方自治法第２６０条の２に定める「認可地縁団
体」であること。

助成⾦額 対象となる総事業費の３／５以内（１，５００万円限度）
申請窓口 まちづくり協働課  TEL ０７７－５６１－２３２４
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（３）自主防災組織育成助成事業

■ 申請時期など
・事業を実施する前年度の１０⽉〜１１⽉ごろ、市で申請をとりまとめ、県へ提出しますので、希望される町
内会は８月末までにご相談ください。

・コミュニティ助成事業実施要綱は、年度途中でも変更されることがありますので、御留意ください。

■ 注意事項
・事業予定がある場合は、事前に各申請窓口まで御相談ください。
・事業に対する助成⾦は、事業主体が全額支払っていただいた後の交付となるため、あらかじめ資⾦計画
を⽴てていただく必要があります。

助成対象
自主防災組織等が⾏う災害の被害防止活動および軽減活動に直接資するものの
整備に関する事業

助成の対象と
ならないもの

※建築物や消耗品は対象外です。
※消防団、少年・幼年消防クラブ、防⽕管理協議会、単なる町内会の集まりなど
は、自主防災組織と認められません。

助成⾦額 ３０万円〜２００万円
申請窓口 危機管理課 TEL ０７７－５６１－２３２５
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5.コミュニティ助成事業                      
■ 事業の趣旨
（一財）自治総合センターが宝くじ受託事業収入を財源として実施されるもので、住⺠が⾏うコミュニティ活動に

助成を⾏うことにより、コミュニティの健全な発展を図るとともに、宝くじの普及・広報活動を推進されるものです。
（事業の助成については、（一財）自治総合センターが決定されるもので、必ず採択されるものではありません。）

■ 事業主体
市が認める町内会等のコミュニティ組織
（自主防災組織育成事業については市が認める自主防災組織）

■ 助成の条件
助成の対象となった施設または設備およびイベント等ソフト事業のポスター等に宝くじの助成を受けた旨の表

示をするほか、コミュニティ誌・広報誌等を通じて宝くじの普及・広報に努めること。

■ 助成の対象となる事業
※助成額については、（一財）自治総合センターが申請内容（申請額を含む）を審査のうえ、決定されます。

（１）一般コミュニティ助成事業

（２）コミュニティセンター助成事業

      

助成対象
コミュニティ活動に直接必要な設備の整備に関する事業
※建築物や消耗品は補助対象となりません。

助成⾦額 １００万円〜２５０万円
申請窓口 まちづくり協働課  TEL ０７７－５６１－２３２４

助成対象

コミュニティ活動の推進のために住⺠の需用の実態に応じた機能を有する集会施設
（コミュニティセンター・自治会集会所等）の建設整備に関する事業。
事業主体が町内会の場合、地方自治法第２６０条の２に定める「認可地縁団
体」であること。

助成⾦額 対象となる総事業費の３／５以内（１，５００万円限度）
申請窓口 まちづくり協働課  TEL ０７７－５６１－２３２４
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（３）自主防災組織育成助成事業

■ 申請時期など
・事業を実施する前年度の１０⽉〜１１⽉ごろ、市で申請をとりまとめ、県へ提出しますので、希望される町
内会は８月末までにご相談ください。

・コミュニティ助成事業実施要綱は、年度途中でも変更されることがありますので、御留意ください。

■ 注意事項
・事業予定がある場合は、事前に各申請窓口まで御相談ください。
・事業に対する助成⾦は、事業主体が全額支払っていただいた後の交付となるため、あらかじめ資⾦計画
を⽴てていただく必要があります。

助成対象
自主防災組織等が⾏う災害の被害防止活動および軽減活動に直接資するものの
整備に関する事業

助成の対象と
ならないもの

※建築物や消耗品は対象外です。
※消防団、少年・幼年消防クラブ、防⽕管理協議会、単なる町内会の集まりなど
は、自主防災組織と認められません。

助成⾦額 ３０万円〜２００万円
申請窓口 危機管理課 TEL ０７７－５６１－２３２５

１
．町
内
会
の
運
営
に
つ
い
て

２

－

Ａ
．地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

２

－

Ｃ
．環
境
・
美
化

２
－

Ｄ
．子
ど
も
・
高
齢
者

２

－

Ｅ
．
イ
ベ
ン
ト

２

－

Ｂ
．防
犯
・
防
災

－ 40 － － 41 －



- 42 -

6.コミュニティ振興交付⾦                    
■ 事業の趣旨
  良好な地域社会の形成と住⺠福祉の増進を図るために、町内会がコミュニティ活動の場として設置された集会

所または集会室で使用される上水道および下水道の基本料⾦の一部を交付するものです。

■ 事業主体  町内会です。

■ 注意事項
・次回、基本料⾦改定までの間に限り交付します。
・１町内会につき１施設とし、他の町内会と共同で使用されている場合は、代表の町内会が申請してください。

■ 交付⾦の額
交付⾦の率 １／２

算式

①上水道・下水道の基本料⾦×１／２×⽀払⽉数（当該年度内）（千円未満切捨）
①で算出した値に１／２を乗じた額。
※浄化槽設備は下水道に含みません。
例)上水道・下水道とも１年間、基本料⾦を支払った場合
（1,710 円 ＋ 2,200 円）×1／2×12 ヶ月＝23,460 円
                    

23,000 円  × 1/2 ＝  11,500 円

■ 交付申請について
１０月末頃、各町内会へ照会いたします。

■ くわしくは（お問い合わせ先）
まちづくり協働部 まちづくり協働課 地域協働係（２階）
TEL ０７７－５６１－２３２４まで

上水道基本料金 下水道基本料金 使用月数

上記で算出した値①
(千円未満切捨て)

補助率 交付金額

①
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1.防犯灯設置事業補助                            
■ 事業の趣旨

地域住⺠が利⽤する⽣活道路等において、夜間における歩⾏者や⾃転⾞利⽤者の通⾏の安全性の確保を
図り、犯罪や事故の未然防止に資するため、町内会（⾏政連絡区域を含む。以下同じ。）が実施する防犯灯
設置事業に要する経費の一部を補助するものです。

■ 事業主体  町内会です。

■ 補助制度の内容
ＬＥＤ防犯灯補助⾦制度
下表のとおりＬＥＤ防犯灯の設置に要する経費を補助します。（円未満切捨）

補 助 率 補助⾦の限度額

新しく柱等を建てて設置する場合
（例︓関⻄電⼒の電柱ではなく、柱を新設する必要がある）

１／２
１か所につき

４０,０００円

既設の電柱等に設置する場合
（既設の LED 以外の照明器具を LED へ更新する場合を含む）

１／２
１か所につき

２０,０００円

※申請書は、事業実施の１か月前までに提出してください。

■ くわしくは（お問い合わせ先）
総合政策部 危機管理課 （１階）
TEL ０７７－５６１－２３２５まで
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